
高等学校通信教育の質保証方策（論点整理案）概要

点検調査で確認された不適切な教育活動等（例）

○ 平成27年のウィッツ青山学園高等学校の事案をはじめ、一部の通信制高等学校において違法・不適切な学校運営や教育活
動等が明らかとなった状況を受けて、ガイドラインの策定及び周知、広域通信制高等学校に対する実地での立ち入り調査（点検
調査）の実施等を行い、これまでも高等学校通信教育の質の確保・向上を図るための取組を進めてきたところである。

○ しかしながら、近年においても未だに様々な課題が明らかとなっており、例えば点検調査では以下のような指摘がなされている。

○教育課程の編成・実施に関する主な事例
・ 100人を超える生徒に対し、教員が１名で面接指導を実施する事例
・ 生徒が独自に行ったアルバイトを特別活動の時間としてカウントする事例、特別活動を年間指導計画に位置付けていない事例
・ 試験の実施を面接指導の時間数としてカウントする事例、試験を１科目20分で行う事例
・ 多様なメディアを利用して行う学習の成果物に対する学習評価がなされていない事例
・ ４泊５日の集中スクーリングにおいて、8時10分から１限目がはじまり、21時30分に13限目が終わるという、１日に50分の
面接指導を13コマも実施することとしている事例

・ ６月に４泊５日の集中スクーリングを実施し、年間の添削指導が全て終えていないにもかかわらず、年間の面接指導及び試
験を全て行うこととしている事例

○広域通信制高等学校の展開するサテライト施設に関する主な事例
・ サテライト施設に所属する生徒の教育活動をサテライト施設任せとしている事例
・ サテライト施設において、担当教科・科目の教員によらない指導又は学習支援の時間を、当該教科・科目の面接指導の時間
数としてカウントする事例

○学校評価に関する主な事例
・ 法令上義務付けられている自己評価の実施及び公表がなされていない事例
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①教育課程の編成・実施の適正化

○ 時代の変化・役割の変化に応じて多様な生徒が在籍する実態を踏まえ、通信制高等学校で学ぶ全ての生徒が適切な教育環境
の下で存分に学ぶことができるよう、以下の対応方策を通じて、高等学校通信教育の質保証の徹底を図る。

③多様な生徒にきめ細かく対応するための指導体制の充実

②サテライト施設の教育水準の確保 ④主体的な学校運営改善の徹底

○「通信教育実施計画」（仮称）の策定・明示
各年度における添削指導・面接指導・試験の年間計画やその実施予定

内容等を記載した体系的な計画として「通信教育実施計画」（仮称）を
策定し、あらかじめ、生徒や保護者に対して明示するよう義務付ける。

○面接指導の意義及び役割等の明確化
面接指導の意義及び役割を踏まえ、ガイドラインの改訂等により、面接指

導は少人数で行うことを基幹とすること、集中スクーリングで１日に実施する
面接指導の時間数を適切に定めること、多様なメディアを利用して行う学
習の報告課題等にも観点別学習状況の評価を実施すること、試験の時
間及び時期を適切に定めること等の事項を明確にする。

○実施校の責任下でのサテライト施設の把握・管理、情報開示の徹底
実施校は各サテライト施設における高等学校通信教育に関連する活動

状況を実地調査や連絡会議等により適切に把握・管理するとともに、各サ
テライト施設の教育活動等に関する情報開示を実施することを求める。

○面接指導等実施施設として備えるべき教育環境の確保
面接指導や試験等を実施する施設（面接指導等実施施設）について

、どの都道府県が設置認可する施設であっても高等学校通信教育を担う
に適当と考えられる教育環境を共通に確保するため、実施校と同等の教
育環境が備えられることとなるよう、面接指導等実施施設に求められる共
通の基準に関し必要な措置を講ずる。

○多様な生徒に応じた教育相談体制の充実
在籍生徒の若年化・多様化している実態を踏まえ、ガイドラインの改訂等

により養護教諭等の適切な配置に努めること等を明確にするとともに、SC・
SSW等の専門スタッフの充実や関係機関等との連携促進等を図る。

○きめ細かな指導・支援を実現するための教員配置
面接指導は本来的には個別指導を原則とする趣旨を踏まえた上で、その

ような面接指導を実施できる教育環境を整備するために教諭等を適切に
配置すべきであることを明確化する。その際には、生徒数に応じた具体的な
教諭等の人数をガイドラインに明記する等の措置を講ずる。

○学校評価・自己点検の徹底
法令に基づく学校評価の実施・公表の徹底を図るとともに、第三者評価

を推進。さらには、ガイドラインを踏まえた共通のフォーマット「自己点検チェッ
クシート」（仮称）に基づく自己点検の実施・公表を求める。

○情報開示の徹底・好事例の創出共有
教員・生徒・教育課程・施設設備等に関する学校の基本情報の開示を

義務付ける。さらに、各学校が互いによりよい通信教育を主体的に研究す
るため、高等学校通信教育研究協議会等の場を設ける。また、ICTを基
盤とした先端技術を効果的に活用する好事例の創出・共有を図るため、ガ
イドラインに準拠する通信制高等学校を対象にした実証研究を実施する。

高等学校通信教育の質保証方策（論点整理案）概要
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（参考）高等学校通信制課程の概要
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高等学校通信制課程の概要
○ 高等学校通信制課程は、勤労青年に高等学校教育の機会を提供するものとして戦後に制度化され、教室授業を中心とする全
日制課程・定時制課程とは異なり、通信手段を主体とし、生徒が自宅等で個別に自学自習することとして、添削指導・面接指導
・試験の方法により教育を実施している。また、これらに加えて多様なメディアを利用した指導を行うことができる。

○ 近年では、学習時間や時期、方法等を自ら選択して自分のペースで学ぶことができる通信教育ならではの特長を生かして、勤
労青年のみならず、スタートラインも目指すゴールも異なる多様な生徒に対して教育機会を提供している。

教育課程の特例
・ 各教科・科目の添削指導の回数、面接指導の単位時間の標準は、全日
制課程・定時制課程とは異なり、下表のとおり定められている。

・ 多様なメディアを利用して行う学習を計画的かつ継続的に取り入れて指導
を行った場合には、面接指導等の時間数のうち10分の６以内の時間数を
免除することができる（生徒の実態等を考慮して特に必要がある場合は、複
数のメディアを利用することにより、合わせて10分の８以内の時間数を免除
することができる）。

面 接 指 導
（スクーリング）

添 削 指 導 試 験
生徒が提出するレポートを
教師が添削し、生徒に返
送することにより指導を実施

教師から生徒への対面指導
、生徒同士の関わり合い等
を通じて、個々の生徒のもつ
学習上の課題を考慮した個
人差に応ずる指導を実施

添削指導・面接指導等に
よる指導を踏まえ、個々の
生徒の学習状況等を評価

多様なメディアを利用した指導
ラジオ・テレビ放送やインターネット等を利用して学習し、
報告課題の作成等を通じて指導を実施

各教科・科目等 添削指導
（回）

面接指導
（単位時間）

国語、地理歴史、公民及び数
学に属する科目 ３ １

理科に属する科目 ３ ４
保健体育に属する科目

のうち「体育」 １ ５

保健体育に属する科目
のうち「保健」 ３ １

芸術及び外国語に属する科目 ３ ４
家庭及び情報に属する科目並

びに専門教科・科目
各教科・科目の必
要に応じて２～３

各教科・科目の必
要に応じて２～８

（※）学校設定教科に関する科目のうち専門教科・科目以外のもの、理数に属する科目及び総合的な探究の
時間の添削指導の回数及び面接指導の単位時間数は、１単位につき、それぞれ１回以上及び１単位時
間以上確保した上で、各学校で設定。

（※）特別活動は、ホームルーム活動を含めて、卒業までに30単位時間以上指導。

通信教育の方法 （※ 高等学校学習指導要領第１章第２款５）
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○ 通信制高等学校のうち、３以上の都道府県で生徒募集を行い、通信教育を実施する学校を広域通信制高等学校という。広域
通信制高等学校の設置等を認可する場合には、所轄庁はあらかじめ文部科学省へ届出を行うこととなる。

○ 広域通信制高等学校は所轄の都道府県の区域を越えて教育活動等を行い、その本校（実施校）とは別に、面接指導や添削
指導のサポート等を実施するためのサテライト施設を広範に展開する学校も多く存在している。

高等学校通信制課程の概要

実施校

【県外】

分校

協力校

技能教育施設

他の学校等の施設

サポート施設

設置

協力

提携

協力

協力

【県内】

分
校

協
力
校

…

所轄庁

設置認可

文部科学省

実施校専用の施設として設置する添削指導・面接指導・試
験のための施設（○○学習センター、○○キャンパス等）

実施校の行う面接指導・試験等に協力する他の高等学校

所在する都道府県の教育委員会の指定を受けた技能教
育のための施設で、実施校の行う面接指導・試験等に協
力する施設（企業内訓練校、高等専修学校等）

実施校の面接指導・試験等を実施するために借用する他
の学校等の施設（大学、専修学校、高等専門学校等）

実施校に在籍する生徒に対して学習面や生活面での支援
等を行うものとして実施校・設置者が提携を認める施設

広域通信制高等学校
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（趣旨）
第一条 高等学校の通信制の課程については、学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）に規定するもののほ

か、この省令の定めるところによる。
２ この省令で定める基準は、高等学校の通信制の課程において教育を行うために必要な最低の基準とする。
３ 通信制の課程を置く高等学校の設置者は、通信制の課程の編制、施設、設備等がこの省令で定める基準より低下した状態に

ならないようにすることはもとより、これらの水準の向上を図ることに努めなければならない。

（通信教育の方法等）
第二条 高等学校の通信制の課程で行なう教育（以下「通信教育」という。）は、添削指導、面接指導及び試験の方法により行

なうものとする。
２ 通信教育においては、前項に掲げる方法のほか、放送その他の多様なメディアを利用した指導等の方法を加えて行なうことができ

る。
３ 通信教育においては、生徒に通信教育用学習図書その他の教材を使用して学習させるものとする。

（協力校）
第三条 通信制の課程を置く高等学校（以下「実施校」という。）の設置者は、当該実施校の行なう通信教育について協力する高

等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下「協力校」という。）を設けることができる。この場合において、当該協力校が他
の設置者が設置する高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下この項において同じ。）であるときは、実施校の設置者
は、当該高等学校の設置者の同意を得なければならない。

２ 協力校は、実施校の設置者の定めるところにより実施校の行なう面接指導及び試験等に協力するものとする。

（通信制の課程の規模）
第四条 実施校における通信制の課程に係る収容定員は、二百四十人以上とする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支障

がない場合は、この限りでない。

○高等学校通信教育規程（平成16年文部科学省令第21号）

参照条文（設置基準関係）①
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（教諭の数等）
第五条 実施校における通信制の課程に係る副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭及び教諭の数は、五人以上とし、かつ、教育上

支障がないものとする。
２ 前項の教諭は、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、助教諭又は講師をもつてこれに代えることができる。
３ 実施校に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の学校の教員等と兼ねることができる。

（事務職員の数）
第六条 実施校には、生徒数に応じ、相当数の通信制の課程に係る事務職員を置かなければならない。

（施設及び設備の一般的基準）
第七条 実施校の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。

（校舎の面積）
第八条 通信制の課程のみを置く高等学校（以下「独立校」という。）の校舎の面積は、一、二〇〇平方メートル以上とする。ただ

し、次条第四項の規定により、他の学校等の施設を兼用する場合又は地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育上
支障がない場合は、この限りでない。

（校舎に備えるべき施設）
第九条 実施校の校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えなければならない。
一 教室（普通教室、特別教室等とする。）
二 図書室、保健室
三 職員室

２ 前項に掲げる施設のほか、必要に応じて、専門教育を施すための施設を備えるものとする。
３ 全日制の課程又は定時制の課程を併置する実施校における第一項第一号及び第二号に掲げる施設については、当該各号に

掲げる施設に相当する全日制の課程又は定時制の課程で行なう教育の用に供する施設を兼用することができる。
４ 独立校における第一項第一号及び第二号に掲げる施設については、当該独立校と同一の敷地内又は当該独立校の敷地の隣

接地に所在する他の学校等の当該各号に掲げる施設に相当する施設を兼用することができる。

○高等学校通信教育規程（平成16年文部科学省令第21号）

参照条文（設置基準関係）②
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（校具及び教具）
第十条 実施校には、学科の種類、生徒数等に応じ、指導上、保健衛生上及び安全上必要な種類及び数の校具及び教具を備え

なければならない。
２ 前項の校具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。

（他の学校等の施設及び設備の使用）
第十一条 実施校は、特別の事情があり、かつ、教育上及び安全上支障がない場合は、他の学校等の施設及び設備を使用すること

ができる。

（定時制の課程又は他の通信制の課程との併修）
第十二条 実施校の校長は、当該実施校の通信制の課程の生徒が、当該校長の定めるところにより当該高等学校の定時制の課

程又は他の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の定時制の課程若しくは通信制の課程において一部の科目の単位
を修得したときは、当該修得した単位数を当該実施校が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに加えることができる。

２ 定時制の課程を置く高等学校の校長は、当該高等学校の定時制の課程の生徒が、当該校長の定めるところにより当該高等学
校の通信制の課程又は他の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の通信制の課程において一部の科目の単位を修
得したときは、当該修得した単位数を当該定時制の課程を置く高等学校が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに
加えることができる。

３ 前二項の規定により、高等学校の通信制の課程又は定時制の課程の生徒（以下「生徒」という。）が当該高等学校の定時制
の課程若しくは通信制の課程又は他の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下この項において同じ。）の定時制の
課程若しくは通信制の課程において一部の科目の単位を修得する場合においては、当該生徒が一部の科目の単位を修得しようと
する課程を置く高等学校の校長は、当該生徒について一部の科目の履修を許可することができる。

４ 第一項又は第二項の場合においては、学校教育法施行規則第九十七条の規定は適用しない。

○高等学校通信教育規程（平成16年文部科学省令第21号）

参照条文（設置基準関係）③
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第四条 次の各号に掲げる学校の設置廃止、設置者の変更その他政令で定める事項（次条において「設置廃止等」という。）は、
それぞれ当該各号に定める者の認可を受けなければならない。これらの学校のうち、高等学校（中等教育学校の後期課程を含
む。）の通常の課程（以下「全日制の課程」という。）、夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程（以下「定時
制の課程」という。）及び通信による教育を行う課程（以下「通信制の課程」という。）、大学の学部、大学院及び大学院の研究
科並びに第百八条第二項の大学の学科についても、同様とする。
一 公立又は私立の大学及び高等専門学校 文部科学大臣
二 市町村（市町村が単独で又は他の市町村と共同して設立する公立大学法人を含む。次条、第十三条第二項、第十四条、

第百三十条第一項及び第百三十一条において同じ。）の設置する高等学校、中等教育学校及び特別支援学校 都道府県
の教育委員会

三 私立の幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校 都道府県知事

第十三条 第四条第一項各号に掲げる学校が次の各号のいずれかに該当する場合においては、それぞれ同項各号に定める者は、当
該学校の閉鎖を命ずることができる。
一 法令の規定に故意に違反したとき
二 法令の規定によりその者がした命令に違反したとき
三 六箇月以上授業を行わなかつたとき

２ 前項の規定は、市町村の設置する幼稚園に準用する。この場合において、同項中「それぞれ同項各号に定める者」とあり、及び同
項第二号中「その者」とあるのは、「都道府県の教育委員会」と読み替えるものとする。

○学校教育法（昭和22年法律第26号）

参照条文（所轄庁の指導監督関係）①
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（報告書の提出）
第六条 所轄庁は、私立学校に対して、教育の調査、統計その他に関し必要な報告書の提出を求めることができる。

（措置命令等）
第六十条 所轄庁は、学校法人が、法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分若しくは寄附行為に違反し、又はその運営が

著しく適正を欠くと認めるときは、当該学校法人に対し、期限を定めて、違反の停止、運営の改善その他必要な措置をとるべきこと
を命ずることができる。

２ 所轄庁は、前項の規定による措置命令をしようとする場合には、あらかじめ、私立学校審議会等の意見を聴かなければならない。
３～11 （略）

（解散命令）
第六十二条 所轄庁は、学校法人が法令の規定に違反し、又は法令の規定に基く所轄庁の処分に違反した場合においては、他の

方法により監督の目的を達することができない場合に限り、当該学校法人に対して、解散を命ずることができる。
２ 所轄庁は、前項の規定による解散命令をしようとする場合には、あらかじめ、私立学校審議会等の意見を聴かなければならない。
３～８ （略）

（報告及び検査）
第六十三条 所轄庁は、この法律の施行に必要な限度において、学校法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、

又はその職員に、学校法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を
検査させることができる。

２・３ （略）

○私立学校法（昭和24年法律第270号）

参照条文（所轄庁の指導監督関係）②
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（所轄庁の権限）
第十二条 所轄庁は、この法律の規定により助成を受ける学校法人に対して、次の各号に掲げる権限を有する。

一 助成に関し必要があると認める場合において、当該学校法人からその業務若しくは会計の状況に関し報告を徴し、又は当該職
員に当該学校法人の関係者に対し質問させ、若しくはその帳簿、書類その他の物件を検査させること。

二 当該学校法人が、学則に定めた収容定員を著しく超えて入学又は入園させた場合において、その是正を命ずること。
三 当該学校法人の予算が助成の目的に照らして不適当であると認める場合において、その予算について必要な変更をすべき旨を

勧告すること。
四 当該学校法人の役員が法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反した場合において、当該役員

の解職をすべき旨を勧告すること。

○私立学校振興助成法（昭和50年法律第61号）

参照条文（所轄庁の指導監督関係）③

（行政指導の一般原則）
第三十二条 行政指導にあっては、行政指導に携わる者は、いやしくも当該行政機関の任務又は所掌事務の範囲を逸脱してはなら

ないこと及び行政指導の内容があくまでも相手方の任意の協力によってのみ実現されるものであることに留意しなければならない。
２ 行政指導に携わる者は、その相手方が行政指導に従わなかったことを理由として、不利益な取扱いをしてはならない。

○行政手続法（平成5年法律第88号）
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